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7. 化学物質のリスク管理 

 

7.1 リスクコミュニケーション 

 

(1) リスクコミュニケーションとは 

リスクコミュニケーションとは、一方通行の情報発信ではなく、事業者と住民等と

の相互の意志疎通である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 汚染の未然防止段階におけるリスクコミュニケーション 

リスクコミュニケーションは、問題が発生したときだけでなく、日常的なコミュニ

ケーションが重要である。日常的な活動において住民等の信頼が無ければ、万が一の

汚染発生時のコミュニケーションも成り立たない場合がある。 

地下水汚染の未然防止を実施している段階から、日常的なリスクコミュニケーショ

ンを実施しておくことが重要である。 

 

 

(3) 「地下水汚染の未然防止」および「万が一の汚染発生時」のリスクコミュ

ニケーションの流れ 

図 7-1 に、地下水汚染の未然防止に係るリスクコミュニケーションの流れの例を示

す。地下水汚染の未然防止段階のリスクコミュニケーションは、日常的なリスクコミ

ュニケーションと考えられる。地元と日常的にコミュニケーションをとり、住民に安

【参考】

リスクコミュニケーションに関しては、以下のような定義がされている。いずれ

も“相互”という単語が使ってあり、一方通行の情報伝達ではないことが示されて

いる。 

 

『リスクコミュニケーションとは、リスクにかかる情報を利害関係者で相互に交換

し、理解を共有すること』1) 

『リスクコミュニケーションとは、住民、事業者、自治体といった全ての利害関係

者がリスク等に関する情報を共有し、相互に意志疎通を図って土壌汚染対策を円滑

に進めていくための手段』2) 

【参考】

『リスクコミュニケーションには、日常的なリスクコミュニケーションと調査の結

果見出された個別の汚染サイトに係わるリスクコミュニケーションの２つが考

えられます』2) 
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心感を持ってもらい信頼を得ておくことが重要である。経営者や従業員の顔が見える

活動を行わないと信頼は得られない。 

汚染を発生させないことが基本であるが、万が一汚染が発生した場合には、情報を

適切に公開し、住民からの問合せ等にも真摯に対応することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者 

・日常的な事業活動 

・地下水汚染の未然防止措置の実行 

住民 

万
が
一
の
汚
染
発
生 

汚染対策

・地下水汚染対策の実行

・情報公開資料の整理

・日常的なコミュニケーション 
工場見学会等の開催 
敷地内施設の開放（お花見会や運動会など） 
地区の催し物への参加や後援 
地域消防訓練や防災訓練の協力と連携 
地域清掃活動への参加 
地域商店会への参加や後援 
その他、地域活動への参加と協力など 

・問合せ窓口の設置（小さい苦情でも早期に対応

することで信頼を得る） 
・PRTR等による情報公開 

 

自治体（環境部局） 

・汚染の未然防止に関する指導 
・住民とのコミュニケーションの助

言・指導 
・法や条例に基づく届出 
・必要に応じて情報提供 
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日常的なリスクコミュニケーション 個別の汚染サイトに係わるリス

クコミュニケーション

図 7-1 リスクコミュニケーションの流れの例 
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(4) 日常的なコミュニケーションの例 

地域住民等との日常的なコミュニケーション活動の事例を紹介する。ＣＳＲ（企業

の社会的責任）の一環として、地域とのコミュニケーションを重視する事業者が増え

ており、地域活動等を通して企業と地域住民とのつながりを深める効果も期待できる。

地域住民との信頼関係が構築されていれば、万が一問題が生じた場合にも解決の糸口

をつかめる可能性も高くなると思われる。 

以下、具体的 CSRとして、こども向けの教室開催に関する状況を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常的コミュニケーション事例１：昭和シェル石油株式会社 3) 



 120

 

 

日常的コミュニケーション事例２：清川メッキ工業株式会社 4) 
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7.2 自主的取組による排出量等の削減努力 

 

(1) 削減の具体例 

有害物質による地下水汚染の未然防止のためには、施設の構造や点検・管理に十分

に留意することが重要であるが、同時に、汚染の原因物質の使用量を削減する努力も

必要である。例えば、各業界では以下のような取組が実行されつつあるので、一部を

紹介する。今後も各業界で新たな技術開発を実行し、有害物質の使用量を削減する努

力が必要である。 

以下に、業界の自主的取組みの例を示す。 

 

① めっき業界による有害物質削減の努力 

めっき業界では有害物質を使用しない技術開発に取り組んでいる。例えば、六価

クロムを使わない技術（図 7-2 参照）や、鉛を使わない技術等が開発され実用化さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球環境を破壊する有害な物質を製造工程では使わない、製品には含まないと いう
ISO14000 の「グリーン調達」の考え方は、今後の大きな流れであります。当社では亜鉛
めっき有色クロメート皮膜に有害な６価クロムを含まない環境対応型のクロメート皮
膜を開発しました。 
この皮膜「トライナーシステム」は新しく開発されたジンケート亜鉛めっきの皮膜を 
ベースとして、３価クロメートと無機ガラスセラミックス皮膜をトップコートした複合
皮膜です。耐食性は従来の６価クロム含有品より優れています。 

図 7-2 環境対応型技術の例 5) 

 



 122

② クリーニング業界の取組 

ドライクリーニング業界では、クリーニング機械の改良により有害物質の使用量

の削減努力を行っているが、更に排水を浄化してリサイクル利用する技術等を適用

している施設もある。また、有害物質に指定されている有機塩素系化合物に替わり、

石油系溶剤を用いている施設もある。 

 

③ 社団法人日本塗料工業会の取組 

社団法人日本塗料工業会では、「低ＶＯＣ塗料自主表示ガイドライン、平成 18 年

11 月」を作成し、低ＶＯＣ（揮発性有機化合物）塗料の自主表示等、ＶＯＣ排出

量削減に取組んでいる。 

これは、改正大気汚染防止法（平成 18 年４月１日施行）に記載されている「国

民の努力としての低ＶＯＣ製品の選択購入」に関して、国民が塗料を選びやすくな

る枠組みを提供することを目指した取組であるが、ＶＯＣの使用量削減により結果

的に地下水汚染の未然防止にも結びつくものと思われる。 

 

④ 日本産業洗浄協議会 

日本産業洗浄協議会では、「ＶＯＣ排出抑制：産業洗浄における自主的取組マニ

ュアル」を作成し、ＶＯＣの排出量削減に取り組んでいる。 

これも③同様に改正大気汚染防止法を契機とする取組であるが、地下水汚染の未

然防止にも結びつくものと思われる。 

 

⑤ 社団法人日本印刷産業連合会 

社団法人日本印刷産業連合会では、「オフセット印刷サービス グリーン基準ガ

イドライン、平成 18 年改定版」や「印刷産業におけるＶＯＣ排出抑制自主的取組

推進マニュアル、平成 18 年３月」を作成し、ＶＯＣの発生抑制に取組んでいる。 

 

⑥ 水産加工業の取組 

環境対応型事業として、水産加工残滓等の廃棄物を資源として有効活用して、残

滓等を外に排出しないゼロエミッション型水産加工団地を創設している事例があ

る。参考資料９に銚子青魚加工協同組合の事例を紹介する。 

 

⑦ 食品工業団地の取組 

食品工業団地の共同給排水事業により、排水基準より高いレベルで廃水処理を行

っている事例がある。参考資料９に山梨県食品工業団地協同組合の事例を紹介する。 
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(2) 有害物質を管理する重要性 

我が国で約５万種以上流通しているといわれる化学物質の中には、発がん性、生態

毒性等の有害性を持つものが数多く存在し、これらが大気、水、土壌、食品等の媒体

を経由して人の健康や生態系に影響を与えているおそれがある。このため、環境中に

排出された化学物質が人の健康や生態系に有害な影響を及ぼすおそれ、すなわち環境

リスクを評価した上で、これを低減させるための措置を講じていく必要がある。環境

リスクを科学的に管理するという考え方である。 

このような考えに基づき、これまで個々の化学物質の生産や使用、環境中への排出

などに対する規制が行われており、重要な対策として機能している。しかし、化学物

質が膨大な数に及ぶことや、有害な影響の有無やその発生の仕組みの科学的な解明が

十分でないこと等から、環境リスク管理を推進するにあたっては、化学物質による環

境影響を未然に、そして、より効果的に低減するための新たな手法が必要とされてい

る。 

上記状況を受けて、平成 11 年に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律」が成立し、ＰＲＴＲ制度（Pollutant Release and 

Transfer Register：我が国では、化学物質排出移動量届出制度）が導入された。 

有害物質を排出する事業者は、ＰＲＴＲ制度に基づき、化学物質を適切に管理する

ことが重要である。 

参考資料 10 に、参考としてＰＲＴＲ制度の概要説明を記載する。  
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